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外務省防災業務計画 

 

平成１７年３月３１日外務省訓令第１０号 

平成１９年３月１日一部改正外務省訓令第２号 

平成２０年８月７日一部改正外務省訓令第１３号 

平成２４年１１月１２日一部改正外務省訓令第２６号 

平成２８年７月２０日一部改正外務省訓令第１８号 

 

 第１編 災害一般に係る防災業務計画 

   第１章 総則                        

 （目的） 

第１条 この業務計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「災対法」

という。）第３６条第１項の規定に基づき、外務省の所掌事務について、防災に関し

てとるべき措置を定め、もって災害対策の推進に資することを目的とする。          

 （定義） 

第２条 この業務計画において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。  

 一 「災害」とは、災対法第２条第１号に規定する災害をいう。    

 二 「防災」とは、災対法第２条第２号に規定する防災をいう。   

 三 「関係機関」とは、災対法第２条第３号から第６号までに規定する機関及び地方

公共団体をいう。  

 四 「各局部等」とは、大臣官房各課（官）室（外務報道官・広報文化組織を除く。）、

外務報道官・広報文化組織、総合外交政策局、軍縮不拡散・科学部、アジア大洋州

局、南部アジア部、北米局、中南米局、欧州局、中東アフリカ局、アフリカ部、経

済局、国際協力局、地球規模課題審議官組織、国際法局、領事局、国際情報統括官

組織、外務省研修所及び外交史料館をいう。  

 五 「在日外交使節団等」とは、本邦にある外交使節団、領事機関、国際機関代表部

及び国際機関をいう。                  

   第２章 防災体制の整備等 

 （防災組織の整備） 

第３条 外務省の防災に関する組織は、外務大臣の統括の下に明確な範囲の所掌事務と

権限を有する各局部等によって系統的に構成されるものとし、各局部等は、すべて一

体として防災に関する行政機能を発揮する。     

 （災害対策本部等）   

第４条 外務大臣は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、災害応

急対策及び災害復旧を推進するため特別の必要があると認めるときは、災害対策本部

を設置する。 

２ 災害対策本部の名称並びに設置の場所及び期間については、外務大臣が決定する。  

３ 災害対策本部の組織その他必要な事項は別に定める。 

 



   第３章 災害予防対策 

 （防災体制の普及・整備） 

第５条 防災対策の整備等を担当する大臣官房の関係各課室は、各局部等の長と協力し

て、職員に対し、防災に関する知識の普及を図るとともに、庁舎管理体制の確立、そ

の他防災体制の整備に努める。                                           

 （在日外交使節団等への防災知識の普及等） 

第６条 関係する各局部等の長は、必要に応じ、関係機関に対し、当該関係機関が行う

防災知識の普及活動その他予防対策が在日外交使節団等に対しても適切に行われるよ

う要請するとともに、これに協力する。                                          

 （防災教育）  

第７条 関係する各局部等の長は、防災業務に携わる職員に対し、防災業務が円滑に行

われるよう必要な教育を行う。 

 （防災訓練） 

第８条 関係する各局部等の長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合を想

定し、毎年１回以上、防災上必要な総合的で実践的な防災訓練を行う。 

２ 関係する各局部等の長は、防災訓練を行うに当たっては、訓練の内容が実践的で効

果的なものとなるよう、事前に十分な準備を行う。 

３ 関係する各局部等の長は、訓練実施後にその結果を評価し、必要に応じて災害対策

の見直しを行う。 

 （防災中枢施設の整備等） 

第９条 関係する各局部等の長は、災害が発生した場合に備え、外務本省が応急対策の

中枢拠点としての機能を果たすことができるよう、庁舎の防災機能の向上等を目的と

して、庁舎の耐震性の強化、備品等の転倒防止対策の充実、非常用自家発電機及び燃

料の確保、食料、飲料水、医薬品等生活必需品の適切な備蓄、その他防災活動体制の

整備等に努める。 

２ 関係する各局部等の長は、非常用自家発電機、非常用通信機器等防災に関する資機

材の整備及び点検を行うとともに、その取扱い、操作の習熟等のための適切な措置を

とる。 

 （通信手段の確保） 

第１０条 関係する各局部等の長は、災害時において外務本省と在外公館との間の通信

の確保を図るため、平常時から災害対策に対応した通信設備の点検を定期的に実施す

るとともに、災害時においても通信の確保が可能となるよう通信設備の多重化及び地

上系、衛星系等による通信回線の多ルート化を推進する。 

 （支援受入の調査等） 

第１１条 関係する各局部等の長は、災害時における海外からの支援の受入の可否の判

断及び受入の実施が円滑に行われるように、平常時から関係機関と協力して、海外の

支援機関について、即座に到着が可能であるか、被災地等に過大な負担をかけさせな

い自己完結型であるか等を調査し、情報の蓄積を図る。           

第１２条 関係する各局部等の長は、関係機関と協力して、海外からの支援受入を円

滑に実施するために必要な諸手続の整備に努める。           



   第４章 関係機関との協力 

 （関係機関との協力） 

第１３条  関係する各局部等の長は、この計画を実施するに当たり、関係機関の行う防

災活動との間の整備を図ることにより、防災活動の総合的な推進に寄与するよう努め

る。 

   第５章 災害応急対策及び災害復旧     

 （各局部等の長がとる措置） 

第１４条 関係する各局部等の長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に

は、この章に定めるもののほか、その所掌事務に関し、災対法、防災基本計画その他

の関係法令等に基づき、災害発生の防止及び拡大防止のための所要の応急措置並びに

災害復旧のために必要な措置をとる。 

 （情報の収集及び伝達） 

第１５条 関係する各局部等の長は、適切な災害応急対策及び災害復旧が推進されるよ

う、関係機関と協力し、必要な情報の収集及び伝達に努める。 

 （外交機能等の維持、保全及び復旧） 

第１６条 関係する各局部等の長は、国の安全の確保並びに国民の生命、身体及び財産

の保護のために必要な外交機能並びに旅券事務、各種証明事務等の国民生活に直接関

連する業務機能の維持、保全及び復旧に努める。                                  

 （在日外交使節団等への援護） 

第１７条 関係する各局部等の長は、在日外交使節団等がその機能の維持、保全及び復

旧のために我が国の協力を求めるときは、関係機関に対して協力を要請するとともに、

関係機関と共同して可能な限りの協力をする。                        

２ 関係する各局部等の長は、在日外交使節団等が在日外国人の救護活動につき、我が

国の協力を求めるときは、関係機関と共同して可能な限りの協力をする。            

 （関係機関に対する協力）                

第１８条 関係する各局部等の長は、関係機関の行う災害応急対策及び災害復旧が在日

外交使節団等に対しても円滑に行われるよう協力する。                

第１９条 関係する各局部等の長は、災対法第２９条又は第３０条の規定による職員の

派遣についての要請又はあっせんがあるときは、同法第３１条に基づき外務省の所掌

事務の遂行に著しい支障のない限り、適任と認める職員を派遣する。           

 （海外からの支援受入）                  

第２０条 関係する各局部等の長は、諸外国、国際機関等から支援の申入れがある場合

には、その種類、規模、内容、到着予定日時、場所等を関係機関に通報する。在日米

軍からの支援の申入れがある場合も、また同様とする。       

２ 関係する各局部等の長は、関係機関と協議の上、支援の受入れの諾否及び受け入れ

る場合の支援内容を速やかに諸外国、国際機関等又は在日米軍に通報する。    

３ 関係する各局部等の長は、関係機関と協議の上、海外より支援を受ける必要がある

と認める場合には、申入れの有無にかかわらず、諸外国、国際機関等に協力、援助等

を要請する。在日米軍に協力、援助等を要請する場合も、また同様とする。        

４ 関係する各局部等の長は、諸外国、国際機関等からの支援要員又は物資の受け入れ



が円滑に実施されるよう必要な措置をとるとともに、関係機関に協力を要請する。在

日米軍からの支援要員又は物資受入についても、また同様とする。               

 （原子力艦の災害情報の収集・連絡等） 

第２１条 関係する局部等の長は、原子力艦の原子力災害が発生し、又は発生するおそ

れがある場合は、次の対応をとるものとする。 

 一 外国政府から原子力艦の原子力災害に関する通報を受けた場合は、その内容を官

邸（内閣官房）、原子力規制委員会、関係機関及び関係地方公共団体に連絡し、緊

密な連携の確保に努めること。 

 二 前号の通報を受けたときは、災対法第２条第３号に規定する指定行政機関のうち、

関係する指定行政機関（以下本章において「関係行政機関」という。）と協議の上、

外国政府に対し、周辺地域（海域）における立入り制限区域の設定等のための事故

の規模等についての必要な情報提供を要請すること。 

  三 第１号の通報を受けた場合において、応急対策の迅速かつ的確な準備等に資する

ため必要があると認めるとき、又は地方公共団体の要請があるときは、職員を現地

に派遣し、必要な調整等の任務に当たらせること。 

２ 原子力艦の原子力災害が発生していない場合又は発生のおそれがない場合でも、外

国政府から外務省に対し、原子力艦の安全性に関して通報がある場合には、事案の軽

重にかかわらず、いかなる場合であっても、関係する局部等の長は、遅滞なく官邸（内

閣官房）、原子力規制委員会、関係機関及び関係地方公共団体に連絡・通報する。 

 （外国政府との調整） 

第２２条 関係する局部等の長は、関係行政機関と協議の上、原子力艦の原子力災害の

規模その他の状況により、当該災害に係る災害応急対策を実施する必要があると認め

る場合は、外国政府に対し、適切な措置を講ずるよう要請する。 

 （情報の提供の強化）  

第２３条 関係する局部等の長は、在日外交使節団等に対し、原子力艦の原子力災害の

状況、災害応急対策及び災害復旧等に係る情報提供を迅速に行う。 

   第６章 地域防災計画作成の基準となるべき事項 

 （計画作成の基準） 

第２４条 外務省の所掌事務に関連し、地域防災計画の作成に当たっての基準となるべ

き事項は、第７条〔防災教育〕、第１７条〔在日外交使節団等への援護〕及び第１８

条〔関係機関に対する協力〕の規定の趣旨にのっとった事項のほか、関係機関との緊

密な連携の確保に関する事項とする。 

   第７章 補則                                          

 （実施の細則） 

第２５条  この業務計画に定めるもののほか、防災に関してとるべき措置の細目につい

ては、各局部等の長が必要に応じて別に定める。 

 

 第２編 大規模地震に係る地震防災強化計画 

   第１章 総則 

 （目的） 



第２６条 この強化計画は、大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号。以

下「地震法」という。）第６条第１項に基づき、外務省の所掌事務について、大規模な

地震による地震防災対策その他地震防災上重要な対策に関する事項を定めることを目的

とする。 

 （定義） 

第２７条 この強化計画において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

 一 「地震防災」とは、地震法第２条第２号に規定する地震防災をいう。 

 二 「地震予知情報」とは、地震法第２条第３号に規定する地震予知情報をいう。 

 三 「警戒宣言」とは、地震法第２条第１３号に規定する警戒宣言をいう。 

 四 「地震防災応急対策」とは、地震法第２条第１４号に規定する地震応急対策をい

う。 

 五 「関係機関」とは、地震法第２条第５号から第８号までに規定する機関及び地方

公共団体をいう。 

  第２章 地震防災の予防対策 

 （防災知識の普及等） 

第２８条 地震防災の予防対策上必要な防災知識の普及については、第５条の規定を準

用する。 

 （防災訓練） 

第２９条 関係する各局部等の長は、国の総合的な防災訓練の一環として、関係機関と

連携を図りつつ、地域防災対策強化地域に係る大規模地震を想定した防災訓練を実施

する。 

   第３章 地震防災応急対策の措置 

 （地震予知情報等の伝達） 

第３０条 地震予知情報及び地震災害に関する警戒宣言（以下「地震警戒宣言」という。）

が発せられた場合の情報の伝達経路は、別図のとおりとし、迅速かつ確実に各局部等

及び在日外交使節団等に伝達する。 

 （地震災害警戒本部） 

第３１条 外務大臣は、地震警戒宣言が発せられた場合において、地震防災応急対策を

実施するため必要があると認めるときは、地震災害警戒本部を設置する。 

２ 前項の地震災害警戒本部を設置する場合については、第４条第２項及び第３項の規

定を準用する。この場合において、同条第２項及び第３項の規定中「災害対策本部」

とあるのは「地震災害警戒本部」と読み替えるものとする。 

   第４章 地震発生後の災害対策本部、災害応急対策及び災害復旧 

 （地震災害に係る災害対策本部等） 

第３２条 外務大臣は、地震発生後において、災害応急対策及び災害復旧対策を実施す

るため必要があると認めるときは、第４条の定めるところに従い、災害対策本部を設

置する。  

２ 前条の地震災害警戒本部は、当該地震に関する前項の災害対策本部が設置された場

合又は当該地震に関する警戒解除宣言が出された場合には、廃止する。 



 （情報の収集、外交機能の維持等） 

第３３条 地震発災後の災害応急対策及び災害復旧に係る措置を実施するに当たって

は、必要に応じ、第１編第４章〔関係機関との協力〕及び第５章〔災害応急対策及び

災害復旧〕の規定を準用する。 

 （地震防災、災害応急対策等の実施要員の確保等） 

第３４条 各局部等の長は、地震防災、地震災害応急対策及び災害復旧に係る措置を実

施するため、要員の確保に努めるものとし、あらかじめ、その要員を定めておくもの

とする。 

第５章 補則 

 （実施の細則） 

第３５条 この強化計画に定めるもののほか、地震防災に関してとるべき措置の細目に

ついては、各局部等の長が必要に応じ別に定める。 

 

 第３編 南海トラフ地震に係る地震防災対策推進計画 

 （推進計画） 

第３６条 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成１４年

法律第９２号）第６条第１項に基づく外務省の所掌事務に係る地震防災対策の推進に

関する推進計画は、第１編に規定する災害一般に係る防災業務計画を基本とし、同編

の規定により、地震防災対策を推進するものとする。 

 

 第４編 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策推進計画 

 （推進計画） 

第３７条 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別

措置法（平成１６年法律第２７号）第６条第１項に基づく外務省の所掌に係る地震防災

対策の推進に関する推進計画は、第１編に規定する災害一般に係る防災業務計画を基本

とし、同編の規定により、地震防災対策を推進するものとする。  

     附 則（平成１７年外務省訓令第１０号）  

 この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

     附 則（平成１９年外務省訓令第２号）  

 この訓令は、平成１９年３月１日から施行する。 

 

      附 則（平成２０年外務省訓令第１３号） 

  この訓令は、平成２０年８月７日から施行する。 

 

      附 則（平成２４年外務省訓令第２６号） 

  この訓令は、平成２４年１１月１２日から施行する。 

                                              

      附 則（平成２８年外務省訓令第１８号） 

  この訓令は、平成２８年７月２０日から施行する。 



別図（第３０条関係）

地震予知情報伝達経路
＊情報伝達責任者は各課（官）・室長

大 臣
外務大臣政務官 外 務 副 大 臣 考 査 ・ 政 策 評 価 官
外務大臣政務官 外 務 副 大 臣 人 事 課
外務大臣政務官 事 務 次 官 情 報 通 信 課

官 房 長 会 計 課
危機管理担当審議官 在 外 公 館 課

監 察 査 察 官
儀 典 総 括 官 在日外交使節団等
広報文化外交戦略課
総合外交政策局総務課
軍 備 管 理 軍 縮 課
地 域 政 策 課 各
南 東 ア ジ ア 第 一 課 局
北 米 第 一 課

（

中 米 課 部
欧 州 局 政 策 課 ／
中 東 第 一 課 官
ア フ リ カ 第 一 課 組
経 済 局 政 策 課 織

内 閣 府 官房総務課危機管理 国 際 協 力 局 政 策 課

）

〔大規模地震対策特別措置法第 調整室 地球規模課題総括課 内
１０条第１項の規定に基づき設 又は、 国 際 法 課
置される地震災害警戒本部〕 災害対策本部事務局 領 事 局 政 策 課

第 一 国 際 情 報 官
外務省研修所（総括指導官）

外交史料館（副館長）

在 外 公 館


